
大阪府老人福祉施設等整備費補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、府の区域（地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 252条の 19 

 第１項に規定する指定都市（以下「指定都市」という。）及び同法第 252条の 22第１ 

 項に規定する中核市（以下「中核市」という。）の区域を除く。）において第３条第３ 

 号に掲げる者（以下「事業者」という。）が設置する第２条各号に掲げる施設の整備 

 に要する経費を予算の範囲内において補助することとし、大阪府補助金交付規則（昭 

 和 45年大阪府規則第 85号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、補助金の 

 交付に関し必要な事項を定めることにより、府民の老後における健康の保持及び老人 

 の福祉の推進を図り、併せて老人が生きがいを持ち健康で安らかな生活を営むことが 

 できる地域社会の形成に資することを目的とする。 

 

 (補助対象事業) 

第２条 補助の対象は、次に掲げる施設の整備のうち、創設、増築又は定員の変更を伴 

 う改築（第３号に掲げる施設については、経過的軽費老人ホーム（大阪府軽費老人ホ 

 ームの設備及び運営に関する基準を定める条例（平成 24年大阪府条例第 112号）附 

 則第４条の軽費老人ホームＡ型に該当するものとして知事が指定する平成 20年６月 

 １日に存していた軽費老人ホームをいう。以下同じ。）からの建替えに限る。以下同 

 じ。）については当該施設が所在する市町村の長がその整備を適切であるとしたもの 

 であって知事が適当と認めたものとし、定員の変更を伴わない老朽化による改築につ 

 いては知事が適当と認めたものとする。 

⑴  老人福祉法（昭和 38年法律第 133号）第 20条の５に規定する特別養護老人ホー

ム（介護保険法（平成９年法律第 123 号）第８条第 22項に規定する地域密着型介

護老人福祉施設を除く。） 

⑵  老人福祉法第 20条の４に規定する養護老人ホームであって、その定員が 30人以

上であるもの 

⑶  老人福祉法第 20条の６に規定する軽費老人ホームであって、その定員が 30人以

上であるもの 

⑷  第１号に掲げる施設に併設する老人福祉法第５条の２第４項に規定する老人短

期入所事業を行う施設 

⑸  介護保険法第８条第 28項に規定する介護老人保健施設であって、その定員が 30

人以上であるもの 

⑹  介護保険法第８条第 29項に規定する介護医療院であって、その定員が 30人以上

であるもの 

 

（補助対象事業者） 

第３条 補助を受けることができる者は、次の要件を全て満たす者とする。 

⑴ 前条各号に掲げる施設の整備に当たり、資金を必要とする者であること。 

⑵  その整備しようとする前条各号に掲げる施設がその分類に応じた設備及び運営

に関する基準を満たす物であること。 

⑶  市町村（指定都市及び中核市を除く。以下同じ。）、社会福祉法人（社会福祉法（昭

和 26年法律第 45号）第 22条に規定する社会福祉法人をいう。以下同じ。）、医療

法人（医療法（昭和 23年法律第 205号）第 39条第１項の規定による法人をいう。

以下同じ。）又は別表１の「介護老人保健施設」の項若しくは「介護医療院」の項

「２．対象事業者」欄の厚生労働大臣が定める者であること。 

 

 



（補助対象事業費） 

第４条 補助の対象となる事業費（以下「補助対象事業費」という。）は、別表１の「５． 

 対象経費」欄に定めるものとする。ただし、次に掲げる費用を除く。 

⑴  土地の買収又は整地に要する費用 

⑵  既存建物の買収（既存建物を買収することが建物を新築することより効率的であ 

  ると認められる場合における当該建物の買収を除く。）に要する費用 

⑶  職員の宿舎に要する費用 

⑷  前３号に掲げるもののほか、施設整備費として適当と認められない費用 

 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、別表１の「１．対象施設」欄ごとの「３．整備区分」欄に応じ

て別表２に定める補助単価に別表１の「４．単位」欄の数を乗じた額と、総事業費か

ら寄附金その他の収入を控除した額（以下「実支出額」という。）及び補助対象事業

費を比較して、いずれか少ない額とする。ただし、千円未満の端数は、切り捨てるも

のとする。 

 

（補助金の交付の条件） 

第６条 補助金は、次に掲げる事項を条件として交付する。 

⑴  補助事業に要する対象経費の配分の変更（総事業費、実支出額及び補助対象事業

費の 20％以内の変更を除く。）をする場合には、知事の承認を受けること。 

⑵  補助事業の内容のうち、次のものを変更する場合には、知事の承認を受けること。 

 ア 建物の規模又は構造（施設の機能を著しく変更しない程度の軽微な変更を除 

  く。） 

イ 建物等の用途 

ウ 入所定員又は整備床数 

⑶ 補助事業を中止し、又は廃止する場合には、知事の承認を受けること。 

⑷ 補助事業が予定期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難になった場

合には、速やかに知事に報告してその指示を受けること。 

⑸ 補助事業を行うために締結する契約の相手方及びその関係者から寄附金等の資

金（共同募金会に対してなされた指定寄附金を除く。）の提供を受けないこと。 

⑹ 補助事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに取得し、

又は効用の増加した価格が単価 50万円以上の機械及び器具については、規則第 19

条の規定により、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40 年大蔵省令第

15 号）に定める期間を経過するまで、知事の承認を受けないでこの補助金の交付

の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供しないこと。 

⑺ この補助金と対象経費を重複して、お年玉付き郵便葉書等寄附金配分金の補助金

の交付を受けないこと。 

⑻ 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、補助事業完了後に

おいても、善良な管理者としての注意をもって管理するとともに、その効率的な運

用を図ること。 

⑼ 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産を知事の承認を受けて処分する

ことにより収入があった場合において、知事から納入の通知があったときは、当該

収入の全部又は一部を府に納付すること。 

⑽ 補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び

地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、速やかに知事に報告すること。

報告があった場合には、当該仕入控除税額の全部又は一部を府に納付させること

があること。 

 ⑾ 補助事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる契約にお

いても、契約の相手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせることを承諾し



ないこと。 

 ⑿ 地方公共団体以外の者が補助事業を行うために締結する契約については、府の

公共建築工事における契約手続の取扱いに準拠し、一般競争入札による契約手続

によること。 

 ⒀ 補助事業の整備費に係る書類について、知事の求めに応じて閲覧させ、又は開

示すること。 

 ⒁ 補助金の交付の決定から額の確定までの間に補助事業者が次のいずれかに該当

することとなった場合には、該当事項届出書（様式１－３）により速やかに知事

に届出を行い、その指示を受けること。 

 ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号）第 

  ２条第２号に規定する暴力団 

 イ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴 

  力団員 

 ウ 大阪府暴力団排除条例（平成 22年大阪府条例第 58号）第２条第４号に規定 

  する暴力団密接関係者 

 エ 法人にあっては罰金の刑、個人にあっては拘禁刑以上の刑に処せられ、その

執 

   行を終わり、又はその執行を受けることがなくなった日から１年を経過しない 

   者 

 オ 公正取引委員会から私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 

   22年法律第 54号）第 49条に規定する排除措置命令又は同法第 62条第１項に 

   規定する納付命令を受け、その必要な措置が完了した日又はその納付が完了し 

   た日から１年を経過しない者 

 

（補助金の交付の申請等） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者は、大阪府老人福祉施設等整備費補助金交付

申請書（様式１）に規則第４条第１項各号に掲げる事項を記載し、次に掲げる書類を

添えて、補助事業開始前までに知事に提出しなければならない。 

⑴ 様式１別紙資料（申請額内訳及び事業計画） 

⑵ 歳入歳出予算書 

⑶ 施設整備按分表 

⑷  工事請負契約書又は工事見積書 

⑸  建物面積表及び建物設計図面 

⑹ 法人登記簿謄本 

⑺ 要件確認申立書（様式１－１）及び暴力団等審査情報（様式１－２） 

⑻ その他必要書類 

２ 補助事業者は、補助事業の内容等の変更（軽微な変更を除く。）をしようとすると

きは、大阪府老人福祉施設等整備費補助金変更承認申請書（様式２）により知事の承

認を受けなければならない。 

３ 補助事業者は、補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、大阪府老人福祉

施設等整備費補助金事業中止・廃止申請書（様式３）により知事の承認を受けなけれ

ばならない。 

 

（実績報告） 

第８条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、完了の日（補助事業の中止又は廃

止の承認を受けた場合は、当該承認の通知を受理した日）から起算して１月以内に実

績報告書（様式４）に関係書類を添えて知事に提出しなければならない。 

 

（支払状況報告） 



第９条 補助金の額の確定の通知を受けた補助事業者は、代金支払確約書（様式５）を

知事に提出し、並びに補助金の交付後遅滞なく契約業者に代金を支払い、及び２週  間

以内に支払状況報告書（様式６）により知事に報告しなければならない。 

 

（帳簿等の保存） 

第 10 条 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当

該収入及び支出について証拠書類を整理し、当該帳簿及び証拠書類を補助事業完了後

10年間保管しておかなければならない。 

 

（財産処分による収入の返還） 

第 11 条 知事は、補助事業者に第６条第９号に規定する財産処分による収入があった

ことを確認したときは、期限を定めて、当該収入の全部又は一部について返還を命じ

るものとする。 

 

（立入調査） 

第 12 条 知事は、補助金に係る予算の執行の適正を期するため必要があるときは、補

助事業者に対して報告させ、又は当該職員にその事務所、施設等に立ち入り、帳簿書

類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることがある。 

 

（委任） 

第 13条 この要綱に定めるもののほか、大阪府老人福祉施設等整備費補助金の交付に 

 関し必要な事項は、別に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成 17年９月 15日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成 19年２月 26日から施行し、平成 18年４月１日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成 20年２月 29日から施行し、平成 19年４月１日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成 23年６月 14日から施行し、平成 23年４月１日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成 24年６月 20日から施行し、平成 24年４月１日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成 25年４月 19日から施行し、平成 24年４月１日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成 28年１月 27日から施行し、平成 27年４月１日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成 31年４月５日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和元年 12月３日から施行し、平成 31年４月１日から適用する。 

附 則 

 この要綱は、令和３年７月２日から施行し、令和３年４月１日から適用する。 

附 則 

 この要綱は、令和５年２月９日から施行し、令和３年 11月 22日から適用する。 

附 則 

 この要綱は、令和７年６月４日から施行し、令和７年６月１日から適用する。 

 

（経過措置） 



この要綱の施行の際現に改正前の大阪府老人福祉施設等整備費補助金交付要綱の

様式により提出されている書類は、改正後の大阪府老人福祉施設等整備費補助金交付

要綱の様式により提出されたものとみなす。 

 

 

 

 

 



別表１ 

１．対象施設 ２．対象事業者 ３．整備区分 ４．単位 ５．対象経費 ６．備考 

特別養護老人ホーム 

（定員 30 人以上） 

市町村又は社会福祉法人 創設 

整備床数 

施設の整備に必要な工事費

又は工事請負費（第４条各号に

掲げる費用を除く。）及び工事

事務費（工事施工のため直接必

要な事務に要する費用であっ

て、旅費、消耗品費、通信運搬

費、印刷製本費及び設計監督料

等をいい、その額は、工事費又

は工事請負費の 2.6％に相当す

る額を上限とする。） 

ただし、別の負担金（補助金）

等において別途補助対象とす

る費用を除き、工事費又は工事

請負費には、これと同等と認め

られる委託費、分担金及び適当

と認められる購入費等を含む。 

 

増築 

改築 

養護老人ホーム 

（定員 30 人以上） 

市町村又は社会福祉法人 創設 

整備床数 増築 

改築 

軽費老人ホーム 

（定員 30 人以上） 

市町村又は社会福祉法人 創設 

整備床数 
改築（経過的軽費老

人ホームからの建替

えに限る。） 

老人ショートステイ用居室 

（特別養護老人ホーム併設） 

市町村又は社会福祉法人 創設 

整備床数 

10 床を補助の上限とする。 

増築 現定員数と合わせて 10 床を超えない分を補助対象とする。 

改築 現定員数又は 10 床のいずれか少ない方を補助対象とする。 

介護老人保健施設 

（定員 30 人以上） 

市町村、医療法人、社会福祉法人

又は厚生労働大臣が定める者*1 
創設 施設数 

 

介護医療院 

（定員 30 人以上） 

市町村、医療法人、社会福祉法人

又は厚生労働大臣が定める者*2 
創設 施設数 

 

＊1 「厚生労働大臣が定める者」は、次に掲げる者をいう。 

   ⑴独立行政法人地域医療機能推進機構 ⑵地方独立行政法人法（平成 15 年法律 118号)第 2 条第 1 項に規定する地方独立行政法人 ⑶日本赤十字社 ⑷全国厚生農業共同組合連合会の会員である

厚生（医療）農業協同組合連合会 ⑸健康保険組合及び健康保険組合連合会 ⑹国家公務員共済組合法（昭和 33 年法律第 128 号）第 3条第 1 項に規定する国家公務員共済組合及び同法第 21 条第

1 項に規定する国家公務員共済組合連合会並びに地方公務員等共済組合法（昭和 37年法律第 152号）第 3条第 1項に規定する地方公務員共済組合及び同法第 27 条第 1 項に規定する全国市町村職

員共済組合連合会 ⑺日本私立学校振興・共済事業団 ⑻国民健康保険組合及び国民健康保険団体連合会 ⑼医療法第７条第１項の許可を受けて病院を開設している者（前各号に掲げる者を除

く。） ⑽厚生労働大臣が介護老人保健施設の開設者として適当であると認定した者（厚生労働大臣が認定した介護老人保健施設を開設する場合に限る。） ⑾厚生労働大臣が別に定める者 

＊2 「厚生労働大臣が定める者」は、次に掲げる者をいう。 

   ⑴地方独立行政法人法第 61 条の移行型地方独立行政法人 ⑵日本赤十字社 ⑶健康保険組合及び健康保険組合連合会 ⑷国民健康保険組合及び国民健康保険団体連合会 ⑸国家公務員共済組合 

   及び国家公務員共済組合連合会並びに地方公務員共済組合及び全国市町村職員共済組合連合会 ⑹日本私立学校振興・共済事業団 ⑺全国厚生農業共同組合連合会の会員である厚生（医療）農業 

   協同組合連合会 ⑻医療法第７条第１項の許可を受けて病院を開設している者（前各号に掲げる者を除く。） ⑼厚生労働大臣が介護医療院の開設者として適当であると認定した者（厚生労働大 

   臣が認定した介護医療院を開設する場合に限る。） ⑽厚生労働大臣が別に定める者 

 

 

 



別表２ 

補助単価表 

                                         （単位：千円／整備床数） 

施 設 種 別 
整 備 区 分 

創 設・増 築 改 築 

特別養護老人ホーム 

（定員 30人以上） 
２，７００ ２，７００ 

養護老人ホーム 

（定員 30人以上） 
２，７００ ２，７００ 

軽費老人ホーム 

（定員 30人以上） 
２，７００  

経過的軽費老人ホーム  ３，２００ 

老人ショートステイ用居室 

（特別養護老人ホーム併設） 
２，７００ ２，７００ 

 

                           （単位：千円／施設） 

施 設 種 別 
整 備 区 分 

創 設 

介護老人保健施設 

（定員 30人以上） 
２５，０００ 

介護医療院 

（定員 30人以上） 
２５，０００ 

 

※補助単価は予算により定めるものであり、変更することがある。 


